
令和６年度　指名停止通知済業者一覧表（１）

会 社 名
本 社 所 在 地

指名停止地域

1 自 令和6年5月15日

至 令和6年6月14日 関東・甲信越

神奈川県相模原市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

2 自 令和6年5月24日

至 令和6年8月23日 関東・甲信越

東京都千代田区 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

3 自 令和6年5月24日

至 令和6年9月23日 管内全域

静岡県浜松市 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

4 自 令和6年6月10日

至 令和6年7月9日 関東・甲信越

東京都立川市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

5 自 令和6年6月14日

至 令和6年7月13日 関東・甲信越

東京都新宿区 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

6 自 令和6年6月14日

至 令和6年7月13日 関東・甲信越

東京都渋谷区 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

7 自 令和6年6月14日

至 令和6年8月13日 管内全域

東京都千代田区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

8 自 令和6年6月14日

至 令和6年7月13日 管内全域

東京都中央区 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

9 自 令和6年6月14日

至 令和6年8月13日 管内全域

東京都中央区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

10 自 令和6年6月14日

至 令和6年8月13日 管内全域

東京都中央区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

11 自 令和6年6月14日

至 令和6年9月13日 管内全域

北海道中川郡豊頃町 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第3号イ （贈賄）

日本紙通商株式会社

日本紙通商（株）は、公正取引委員会により、令和６年３月１４日、国立印刷局が発注する
再生巻取用紙の入札等において、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に
違反する行為を行っていたとして、違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命令の対
象事業者として公表された。

国際紙パルプ商事株式
会社

国際紙パルプ商事（株）は、公正取引委員会により、令和６年３月１４日、国立印刷局が発
注する再生巻取用紙の入札等において、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の
規定に違反する行為を行っていたとして、違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命
令の対象事業者として公表された。

ＫＰＰグループホール
ディングス株式会社

ＫＰＰグループホールディングス（株）は、公正取引委員会により、令和６年３月１４日、国
立印刷局が発注する再生巻取用紙の入札等において、独占禁止法第３条（不当な取引制
限の禁止）の規定に違反する行為を行っていたとして、違反事業者、排除措置命令及び
課徴金納付命令の対象事業者として公表された。

日管株式会社
日管(株)の元取締役及び五建工業(株)の使用人について、公訴時効が成立しているため
公契約関係競売入札妨害及び贈賄の容疑では逮捕・起訴されていないものの、報道等に
より上記事実に関する行為は明らかである。

大成建設株式会社

大成建設（株）の使用人は、東海旅客鉄道（株）発注の「中央新幹線南アルプストンネル新
設（山梨工区）工事」にて発生した労働災害の事実を、鰍沢労働基準監督署長に報告しな
かったとして、令和６年３月２６日、労働安全衛生法違反により鰍沢簡易裁判所から罰金
刑の略式命令を受け、その刑が確定した。

成豊建設株式会社

成豊建設（株）及び同社使用人は、東海旅客鉄道（株）発注の「中央新幹線南アルプスト
ンネル新設（山梨工区）工事」にて発生した労働災害の事実を、鰍沢労働基準監督署長に
報告しなかったとして、令和６年３月２６日、労働安全衛生法違反により鰍沢簡易裁判所
から罰金刑の略式命令を受け、その刑が確定した。

株式会社井上組

（株）井上組は、令和４年４月２１日、東京都立川市内の公共工事における労働災害を、自
社敷地内の資材置き場で発生した労働災害であるとの労働者死傷病報告書を提出し、労
働基準監督署長に虚偽の報告を行った。この件について、同社及び同社代表取締役は、
労働安全衛生法違反により罰金刑に処せられた。

日本紙パルプ商事株式
会社

日本紙パルプ商事（株）は、公正取引委員会により、令和６年３月１４日、国立印刷局が発
注する再生巻取用紙の入札等において、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の
規定に違反する行為を行っていたとして、違反事業者、排除措置命令及び課徴金納付命
令の対象事業者として公表された。

有限会社十勝開発

（有）⼗勝開発の代表取締役は、豊頃町が発注した舗装⼯事をめぐり、豊頃町役場の職

員に対し競争で有利な⽴場になった謝礼として、約１４万円相当の接待をした疑いがある

として、令和６年５⽉１４⽇、贈賄容疑で北海道警察に逮捕された。

指 名 停 止 期 間 指 名 停 止 理 由

株式会社大萩造園

株式会社大萩造園は、当該業者の資材置場内において、当該業者の業務に関し、法定
除外の事由がないにも関わらず、産業廃棄物である木くず約９４キログラムを焼却したとし
て、廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反により、令和５年１１月２１日、小田原簡易
裁判所から罰金刑の略式命令を受け、その刑が確定した。

五建工業株式会社
日管(株)の元取締役及び五建工業(株)の使用人について、公訴時効が成立しているため
公契約関係競売入札妨害及び贈賄の容疑では逮捕・起訴されていないものの、報道等に
より上記事実に関する行為は明らかである。
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12 自 令和6年6月26日

至 令和6年7月25日 東　北

宮城県名取市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

13 自 令和6年7月3日

至 令和6年9月2日 管内全域

東京都墨田区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

14 自 令和6年7月3日

至 令和6年9月2日 管内全域

宮城県仙台市 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

15 自 令和6年7月3日

至 令和6年11月2日 管内全域

愛知県名古屋市 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

16 自 令和6年7月3日

至 令和6年11月2日 管内全域

東京都品川区 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

17 自 令和6年7月3日

至 令和6年9月2日 管内全域

東京都新宿区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

18 自 令和6年7月4日

至 令和6年9月3日 関東・甲信越

大阪府大阪市 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

19 自 令和6年8月2日

至 令和6年12月1日 管内全域

福島県石川郡 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第8号イ （公契約関係競売等妨害又は談合）

20 自 令和6年8月30日

至 令和6年10月29日 管内全域

群馬県安中市 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第13号 （建設業法違反行為）

21 自 令和6年9月6日

至 令和6年12月5日 関東・甲信越

兵庫県伊丹市 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

22 自 令和6年9月13日

至 令和6年12月12日 管内全域

宮城県仙台市 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

株式会社日本旅行東北
公正取引委員会は、青森市発注の新型コロナウイルス感染症患者移送業務の複数の入
札において、独占禁止法第３条（私的独占又は不当な取引制限の禁止）の規定に違反す
る行為を行ったとして、令和６年５月３０日、当該事業者に対し排除措置命令を行った。

名鉄観光サービス株式
会社

公正取引委員会は、青森市発注の新型コロナウイルス感染症患者移送業務の複数の入
札において、独占禁止法第３条（私的独占又は不当な取引制限の禁止）の規定に違反す
る行為を行ったとして、令和６年５月３０日、当該事業者に対し排除措置命令を行った。

有限会社安中造園
　（有）安中造園は、令和５年９月３０日を審査基準日とする経営事項審査において、偽造
した注文書を添付し、虚偽の申請を行った。このことが建設業法第２８条第１項第２号に該
当するとして、令和６年７月５日、群馬県知事から監督処分（指示）を受けた。

有限会社桑山

　（有）桑山は令和６年７月１日に契約を締結した当局発注の「箱根ARSR局舎外４か所空
気調和設備工事実施設計」について、令和６年８月２２日に技術者の欠員を理由として履
行が不可能である旨の申し入れを行った。そのため、令和６年９月３日に当局において契
約を解除した。

株式会社志賀建設

（株）志賀建設の元社員及び元取締役は、福島県石川町が発注した複数の公共工事の入
札において、石川町長が漏洩した情報を入手し、公正な入札を妨害したとして、令和６年４
月３０日及び同年５月２１日、福島県警に公契約関係競売入札妨害の容疑で逮捕され、同
年５月２１日に地検郡山支部に公契約関係競売入札妨害の罪で起訴された。その後、株
式会社志賀建設の元社員及び元取締役は、複数の公共工事の入札情報を入手した見返
りとして、約４２万円相当の物品を提供したとして、同年６月１０日、福島県警に贈賄の容
疑で再逮捕された。

株式会社建築設備適合
性判定所

（株）建築設備適合性判定所は東京空港事務所発注の「令和6年度 建築施設点検業務
（東京空港事務所外5官署）」の入札において、入札金額の算定に誤りがあったことを理由
に低入札価格調査を辞退した。

東武トップツアーズ株式
会社

公正取引委員会は、青森市発注の新型コロナウイルス感染症患者移送業務の複数の入
札において、独占禁止法第３条（私的独占又は不当な取引制限の禁止）の規定に違反す
る行為を行ったとして、令和６年５月３０日、当該事業者に対し排除措置命令を行った。

株式会社AXISグリーン
（株）ＡＸＩＳグリーン及び元取締役は、同社の業務に関し、廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律違反により、令和５年１１月１４日に仙台簡易裁判所から罰金刑の略式命令を受
け、その後、刑が確定した。

株式会社JTB
公正取引委員会は、青森市発注の新型コロナウイルス感染症患者移送業務の複数の入
札において、独占禁止法第３条（私的独占又は不当な取引制限の禁止）の規定に違反す
る行為を行ったとして、令和６年５月３０日、当該事業者に対し排除措置命令を行った。

近畿日本ツーリスト株式
会社

公正取引委員会は、青森市発注の新型コロナウイルス感染症患者移送業務の複数の入
札において、独占禁止法第３条（私的独占又は不当な取引制限の禁止）の規定に違反す
る行為を行ったとして、令和６年５月３０日、当該事業者を公表した。

アイリスチトセ株式会社

　　アイリスチトセ（株）は、北海道札幌市ほか５件の工事において、建設業法第２６条第２
項の規定に違反し、監理技術者を配置していなかったことが、建設業法第２８条第１項第
２号に該当するとして、令和６年７月２６日、建設業許可部局である宮城県知事から監督
処分（営業停止２２日間）を受けた。
　同日、建設業法第１１条第２項に規定する書類に、記載しなければならない工事を記載
せず、また、一部事実と異なる専任技術者等を記載し提出したことが同条に違反し、建設
業法第２８条第１項本文に該当するとして、建設業許可部局である宮城県知事から監督
処分（指示処分）を受けた。
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23 自 令和6年9月20日

至 令和7年1月19日 管内全域

岐阜県大垣市 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第4号イ （贈賄）

24 自 令和6年9月20日

至 令和7年2月19日 管内全域

千葉県市川市 ( 5ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第10号 （公契約関係競売等妨害又は談合）

25 自 令和6年9月20日

至 令和6年10月19日 関東・甲信越

東京都豊島区 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第13号 （建設業法違反行為）

26 自 令和6年10月4日

至 令和7年1月3日 管内全域

秋田県男鹿市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第3号イ （贈賄）

27 自 令和6年10月30日

至 令和6年12月29日 管内全域

宮城県石巻市 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第8号イ （公契約関係競売等妨害又は談合）

28 自 令和6年10月31日

至 令和7年1月30日 関東・甲信越

神奈川県藤沢市 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

29 自 令和6年11月29日

至 令和7年3月28日 管内全域

東京都千代田区 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

30 自 令和6年11月29日

至 令和7年1月28日 管内全域

東京都新宿区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

31 自 令和6年11月29日

至 令和7年1月28日 管内全域

東京都渋谷区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

32 自 令和6年11月29日

至 令和7年1月28日 管内全域

東京都千代田区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

ZELIFE

ZELIFEは令和６年８月２７日に契約を締結した当局発注の「令和６年度 秋田空港無線施
設等除草作業」について、令和６年１０月１７日に工期内での人員確保が困難であることを
理由として契約辞退の申し入れを行った。そのため、令和６年１０月２８日に当局において
契約を解除した。

株式会社目黒林業

（株）目黒林業の元代表取締役は、秋田県が発注した道路の維持管理業務を巡り、同県
職員が維持管理業務の受注者に対して目黒林業を再委託先とするよう斡旋した見返りと
して現金を渡したとして、令和６年８月７日、秋田県警に贈賄の容疑で逮捕され、同年８月
２８日に秋田地検に贈賄の罪で起訴された。

久富電設株式会社

久富電設(株)の代表取締役（当時）が、令和４年２月１４日、池田町長（当時）に対し、同町
発注予定の工事において、自社に有利かつ便宜な取り計らいを受けたいとの趣旨のもと
に、現金１００万円を供与した。また、同年７月１２日に同町が執行した温知保育園空調機
設置工事に係る指名競争入札に関し、自社が落札できるよう池田町長（当時）と共謀の
上、池田町長（当時）から秘密事項である指名業者の名前の教示を受けて落札した。この
ことについて、令和６年７月２２日に贈賄罪及び公契約関係競売入札妨害罪で起訴され
た。

武内建設株式会社

武内建設株式会社の元代表取締役は、代表取締役だった令和５年度に千葉県市川市が
発注した３件の水道関連工事の入札をめぐり、同市下水道部次長から工事の入札情報を
得た見返りに、複数回にわたり計２５万円相当の飲食接待をしたとして、令和６年７月３０
日、贈賄及び公契約関係競売入札妨害の容疑で千葉県警に逮捕された。

株式会社貴津

（株）貴津は、東京都内の公共工事において、建設業法第２４条の８第１項の施工体制台
帳及び施工体系図の作成に関し、虚偽の記載があった。このことが、建設業法第２８条第
１項第２号に該当するとして、令和６年７月３１日、東京都知事から監督処分（指示）を受け
た。

遠藤興業株式会社

遠藤興業（株）の専務執行役員は、宮城県石巻市が発注した公共工事の入札において、
同市職員が漏洩した情報を入手し、公正な入札を妨害したとして、令和６年４月１０日、宮
城県警に公契約関係競売入札妨害の容疑で逮捕され、同年５月１日、仙台地方検察庁に
公契約関係競売入札妨害の罪で起訴された。

三井住友海上火災保険
株式会社

公正取引委員会は、令和6 年10 月31 日（木）、損害保険大手４社が価格カルテルや入札
談合を繰り返したことについて、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違
反する行為があったとして、当該業者らに対し排除措置命令及び課徴金納付命令を行っ
た。

損害保険ジャパン株式
会社

公正取引委員会は、令和6 年10 月31 日（木）、損害保険大手４社が価格カルテルや入札
談合を繰り返したことについて、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違
反する行為があったとして、当該業者らに対し排除措置命令及び課徴金納付命令を行っ
た。

あいおいニッセイ同和損
害保険株式会社

公正取引委員会は、令和6 年10 月31 日（木）、損害保険大手４社が価格カルテルや入札
談合を繰り返したことについて、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違
反する行為があったとして、当該業者らに対し排除措置命令及び課徴金納付命令を行っ
た。

東京海上日動火災保険
株式会社

公正取引委員会は、令和6 年10 月31 日（木）、損害保険大手４社が価格カルテルや入札
談合を繰り返したことについて、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違
反する行為があったとして、当該業者らに対し排除措置命令及び課徴金納付命令を行っ
た。
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33 自 令和6年11月29日

至 令和6年12月28日 管内全域

東京都中央区 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第5号 （独占禁止法違反行為）

34 自 令和6年12月2日

至 令和7年1月1日 関東・甲信越

神奈川県横浜市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第16号 （不正又は不誠実な行為）

35 自 令和6年12月2日

至 令和7年2月1日 関東・甲信越

大阪府吹田市 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

36 自 令和6年12月17日

至 令和7年3月16日 関東・甲信越

兵庫県川西市 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

37 自 令和6年12月26日

至 令和7年2月25日 管内全域

栃木県さくら市 ( 2ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第13号 （建設業法違反行為）

38 自 令和7年1月10日

至 令和7年4月9日 管内全域

東京都港区 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第8号イ （公契約関係競売等妨害又は談合）

39 自 令和7年1月24日

至 令和7年2月23日 関東・甲信越

千葉県茂原市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

40 自 令和7年2月14日

至 令和7年6月13日 管内全域

千葉県市川市 ( 4ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第10号 （公契約関係競売等妨害又は談合）

41 自 令和7年2月14日

至 令和7年3月13日 東北及び関東・甲信越

東京都千代田区 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第13号 （建設業法違反行為）

42 自 令和7年2月21日

至 令和7年3月20日 関東・甲信越

長野県長野市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

大林道路株式会社

　大林道路（株）は、建設業法第１５条第２号の規定に違反して、資格要件を満たさない者
を営業所の専任技術者として配置していた。このことが、建設業法第２８条第１項本文に
該当すると認められるとして、令和６年１２月２０日、関東地方整備局から監督処分（指示）
を受けた。

千東建設株式会社
　千東建設株式会社の元代表取締役は、代表取締役だった当時、千葉県市川市が発注
した複数の工事の入札をめぐり、同市下水道部次長から入札に関する情報を得たとして、
令和６年１１月１日、公契約関係競売入札妨害の罪で千葉地検に起訴された。

共立株式会社

公正取引委員会は、令和6 年10 月31 日（木）、損害保険大手４社が価格カルテルや入札
談合を繰り返したことについて、独占禁止法第３条（不当な取引制限の禁止）の規定に違
反する行為があったとして、当該業者らに対し排除措置命令及び課徴金納付命令を行っ
た。

株式会社高見澤
　株式会社高見澤及び同社使用人は、令和４年１０月１４日に発生した同社小布施工場に
おける死亡事故に関し、労働安全衛生法違反で略式起訴され、令和６年１１月２５日付け
で長野地方裁判所から罰金刑の略式命令を受け、その刑が確定した。

株式会社渋谷緑建
　株式会社渋谷緑建の代表取締役は、令和６年２月８日、暴行罪により鎌倉簡易裁判所
から罰金刑の略式命令を受け、その刑が確定した。

株式会社三枝組
　株式会社三枝組及び同社の元取締役は、法人税等を脱税したとして、令和６年１１月８
日、法人税法違反等の罪で千葉地方検察庁に起訴された。

荒牧空調工業株式会社

　荒牧空調工業株式会社は建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査を継
続して受審せず、同法施行令で定める建設工事を発注者から直接請け負うことができな
い期間が生じていたにもかかわらず、この間にさくら市が発注する氏家小学校ほか給食
室空調機改修工事を直接請け負っていた。このことが、建設業法第２８条第１項本文に該
当するとして、令和６年１１月２１日栃木県知事から監督処分（指示）を受けた。

株式会社空間デザイン
　株式会社空間デザインは当局発注の「東京国際空港ターミナル地区SRAゲート新築外１
件設計業務」の入札において、入札額と予定価格との乖離原因について想定がつかない
ことを理由に低入札価格調査を辞退した。

株式会社ティーエス・
コーポレーション

　株式会社ティーエス・コーポレーションは当局発注の「蓄電池用触媒栓708個の購入」の
入札（令和６年１２月５日開札）において、最低金額での入札を行ったため落札者に決定さ
れたが、落札決定後に契約辞退を申し出た。

株式会社佐藤渡辺

　福島県石川町が発注した複数の公共工事を巡り、入札前に受注予定者などを決める
「受注調整」をしていたとして、令和６年１０月７日、水谷工業(株)の従業員、(株)福産建設
の専務取締役及び(株)佐藤渡辺の石川営業所長が、郡山区検に談合罪で略式起訴され
た。
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43 自 令和7年3月5日

至 令和7年4月4日 関東・甲信越

大阪府大阪市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

44 自 令和7年3月6日

至 令和7年4月5日 管内全域

北海道札幌市 ( 1ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第14号ロ （建設業法違反行為）

45 自 令和7年3月12日

至 令和7年6月11日 関東・甲信越

東京都練馬区 ( 3ヶ月間 ) 措置要領別表第 2 第15号 （不正又は不誠実な行為）

株式会社ソリット・ナカノ
　　（株）ソリット・ナカノは当局発注の「大型表示装置２台他９点の購入」の入札（令和７年
２月２７日開札）において、最低金額での入札を行ったため落札者に決定されたが、落札
決定後に契約辞退を申し出た。

鴻池運輸株式会社

　鴻池運輸（株）の元使⽤⼈らは、鴻池運輸⿅島⽀店（茨城県⿅嶋市）の使⽤⼈だった令
和４年７⽉〜令和５年１０⽉、共謀して取引先に架空の物品購⼊や作業契約に関する請
求書を提出させ、当該業者に財産上の損害を与えた疑いがあるとし、令和７年１⽉２７⽇、
会社法違反（特別背任）容疑で⼤阪府警に逮捕された。

株式会社ファンズコム
テック

　株式会社ファンズコムテックは、北海道開発局が発注した「札幌公共職業安定所外構改
修２３建築その他工事」において、国が発注する請負金額が八千万円以上（建築一式工
事）であることから、建設業法第２６条第３項及び建設業法施行令第２７条により、工事現
場ごとに専任の主任技術者を置くこととされているにもかかわらず、営業所における専任
の技術者を主任技術者として配置した。このことは、建設業法第２８条第１項に該当するも
のとして、令和７年１月２７日、北海道知事より指示処分を受けた。
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